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■ 常滑公園（常滑市体育館を含む。）指定管理者募集要項 

 

１ 指定管理者制度の趣旨 

平成 15 年６月に地方自治法が一部改正され、「公の施設」の管理について、

民間の能力を活用することにより市民サービスの向上と経費の節減を目指す

ため、指定管理者制度が導入されました。 

指定管理者制度は、従来の管理委託者制度とは異なり、地方公共団体の出

資法人や公共団体等に限らず、民間事業者やＮＰＯ法人等も議会の議決を経

て「公の施設」の管理を行う指定管理者となることができます。 

 

２ 募集の概要 

本市では、常滑公園（常滑市体育館を含む。）の指定管理者の指定にあたり、

広く事業者を公募し、管理運営について創意工夫のある提案を募集します。 

(１) 施設名称 常滑公園（常滑市体育館を含む。） 

(２) 指定期間 令和６年４月１日から令和 11 年３月 31 日まで 

(３) 指定管理者の募集及び選定の方式 

指定管理者の募集及び選定は公募型プロポーザル方式を採用し、書類審

査及びヒアリングにより指定管理者候補者（以下「候補者」という。）を一

団体選定します。 

選定は、指定管理者選定委員会（以下「選定委員会」という。）を設置し

審査します。 

(４) 常滑市議会の議決 

選定委員会において候補者を選定後、常滑市議会（以下「市議会」とい

う。）において、指定管理者の指定及び債務負担行為の議決を経て、指定管

理者として指定します。 

(５) 協定の締結 

常滑市は、市議会の議決後に候補者と細目について協議を行い、基本協

定を締結します。 

(６) 担 当 

常滑市教育委員会教育部生涯学習スポーツ課  電話 0569-43-5111 

 

３ 対象施設の概要 

(１) 名  称  常滑公園（常滑市体育館を含む。） 

(２) 場  所  常滑市金山字下砂原７８番地の１ 

(３) 施設内容及び規模 

①敷地面積  35,158 ㎡ 

②建築構造  常滑市体育館  鉄筋コンクリート造 一部鉄骨造 

③建築面積  5,099 ㎡ 

④延床面積  9,052 ㎡ 
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⑤施設概要  メインアリーナ（37m×59m） 2,183 ㎡ 

サブアリーナ （35m×21m）  735 ㎡ 

トレーニング室        317 ㎡ 

幼児体育室           46 ㎡ 

第１会議室             117 ㎡ 

第２会議室            95 ㎡ 

第１研修室            49 ㎡ 

その他  市民サロン 事務室 更衣室（シャワー室含む）、 

医務室、放送室、トイレ（多目的トイレ含む）、

観覧席（800 席）、ジョギングコース 

⑥設置年月  平成５年４月 

 

(４) 利用者数及び収入状況 

①利用者数等の状況 

項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

利用者数（人） 151,440 78,257 102,500 127,450 

開館日数（日） 281 254 284 306 

※令和元年度末から令和３年度まで、新型コロナウイルス感染症拡大防止の

ため施設休業や開館時間の短縮を行った期間があり、利用者数、開館日数

ともに少なくなっている。 

 

②収入の状況                      （単位：円） 

項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

指定管理料 74,470,000 74,470,000 74,470,000 74,470,000 

自主事業収入 1,732,730 1,639,000 2,009,500 2,047,700 

雑収入 404,082 92,750 183,418 374,344 

燃料価格高騰に 

伴う支援金 ※ 
0 0 0 4,341,473 

計 76,606,812 76,201,750 76,662,918 81,233,517 

※燃料価格高騰に伴う支援金は、令和４年度限りの支援金 

 

(５) 支出状況 

①支出状況                       （単位：円） 

項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

人件費 29,406,816 30,697,468 31,258,739 31,872,013 

光熱水費 12,546,605 8,333,635 11,185,370 17,179,793 

修繕料 9,101,964 9,102,767 9,387,416 9,014,875 

通信運搬費 719,051 719,948 288,104 288,377 

手数料 0 0 0 0 
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※上表の支出のほか、令和元年度に 22,330 円、令和２年度に 1,021,321 円、

令和３年度に 596,268 円、新型コロナウイルス感染症拡大による休館に伴

う返還金の支出あり。 

 

②委託料内訳                      （単位：円） 

項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

清掃業務 5,250,000 5,250,000 5,250,000 5,250,000 

中央監視盤保守点検 605,000 605,000 561,000 561,000 

電気工作物保守点検 696,960 696,960 696,960 696,960 

空調設備保守管理 2,552,000 2,552,000 2,552,000 2,552,000 

浄化槽汚泥引抜き 70,400 70,400 0 123,200 

浄化槽保守点検 831,600 831,600 831,600 831,600 

ゴンドラ設備保守点検 1,012,000 1,012,000 1,012,000 1,012,000 

バードコントロール 440,000 440,000 616,000 440,000 

エレベーター保守点検 211,200 211,200 211,200 211,200 

消防設備点検 264,000 264,000 264,000 264,000 

自家発電実負荷試験 0 0 110,000 0 

火災防犯管理 463,320 463,320 463,320 463,320 

自動扉保守点検 193,600 193,600 193,600 193,600 

害虫駆除 231,000 231,000 231,000 231,000 

浄化槽法定検査・ 

水道施設検査 
110,000 110,000 110,000 107,400 

ボイラー保守点検 45,144 45,144 41,800 41,800 

玄関マットリース 90,687 90,687 91,520 91,520 

ﾄﾚｰﾆﾝｸﾞ器具保守点検 87,750 87,750 81,250 81,250 

特定建築物定期報告 786,555 786,555 1,408,000 825,000 

樹木等管理 1,925,000 1,925,000 2,123,000 1,925,000 

計 15,866,216 15,866,216 16,848,250 15,901,850 

項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

保険料 0 48,132 71,400 87,913 

消耗品費 704,165 1,241,838 476,662 501,050 

燃料費 18,110 0 2,360 0 

印刷製本費 345,694 266,750 49,390 244,750 

使用料及び賃貸料 328,452 263,538 140,929 199,397 

委託料 15,866,216 15,866,216 16,848,250 15,901,850 

自主事業開催費 1,756,500 1,468,000 1,822,500 1,941,000 

本部管理費 2,529,546 2,787,653 2,558,100 1,961,272 

計 73,323,119 70,795,945 74,089,220 79,192,290 
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③光熱水費のうち電気料金とガス料金及び各使用量 

項 目 令和元年度 令和２年度 令和３年度 令和４年度 

電気料金（円） 9,519,987 7,221,633 9,004,654 13,728,525 

ガス料金（円） 1,924,670 638,341 1,521,690 2,620,034 

電気使用量（kwh） 484,132 372,128 453,191 501,128 

ガス使用量（㎥） 8,695.2 3,972.6 6,462.1 9,266.7 

 

４ 指定管理者として行う業務の範囲 

(１) 施設使用の許可等に関すること。 

(２) 施設、設備及び敷地の維持管理に関すること。 

(３) 施設の使用料の収納に関すること。 

(４) 体育事業（大会、教室等）の参加申込みの受領に関すること。 

(５) 自主事業の企画及び運営に関すること。 

(６) その他施設等の管理上市長が必要あると認める業務 

※詳細については、別紙「常滑公園（常滑市体育館を含む。）業務仕様書」

（以下「業務仕様書」という。）を参照のこと。 

 

５ 市及び指定管理者のリスク分担 

  市及び指定管理者のリスク分担表は、別表１「リスク分担表」のとおりと

します。 

 

６ 指定管理料 

指定管理業務に係る経費は、会計年度ごとに年度協定を結び支払います。 

単年度の指定管理料は､80,600,000 円（消費税を含む。）以内とし、指定管

理者の提案事項とします。指定管理料には 6,300,000 円の修繕費が含まれま

す。 

なお、指定管理料の上限額に係る消費税は、消費税 10％で積算しており、

今後、法改正により消費税率が変更される場合には、指定管理者と協議の上、

指定管理料の変更を行うこととします。 

 

７ 使用料 

指定管理者は、常滑市都市公園条例に定める使用料により収納し、金融機

関へ納付してください。（常滑市一般会計へ歳入する。） 

※令和５年度中に条例で規定する額を見直す予定です。（令和６年４月１日以

後に使用許可を行うものから適用予定） 

 

８ 自主事業の実施 

(１) 事業内容 
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自主事業とは、指定管理業務以外で、指定管理者が市の承認を得て施設

内において自らの責任で自主的に行う事業で、事業運営にあたり、利用者・

参加者から料金を徴収することができます。施設利用者のニーズに応える、

創意工夫を凝らした新しいサービスの提案を求めます。特に、冷房利用の

ない夏場の個人利用者に対する効果的な熱中症対策に関し、積極的な事業

提案を求めます。 

事業内容については、別紙様式集「様式３ 自主事業計画書」に記載し

てください。 

(２) 収益金 

   この自主事業の収益金は、原則、指定管理者に帰属することとします。 

(３) その他 

指定管理者に選定された場合でも、提案の自主事業の実施には別途市の

承認が必要となります。 

 

９ 指定管理料等の精算 

指定管理業務を適切に実施する中で、事業収入の増加、経費の節減など指

定管理者の経営努力により生み出された剰余金については、原則として精算

による返還を求めません。ただし、修繕料に執行残額が生じた場合は、残額

を常滑市に返還することとします。 

  また、事業収入の減少など、指定管理者の運営に起因する不足額が生じた

場合は、原則として補てんは行いません。 

 

10 申請資格 

指定期間中、安全かつ円滑に対象施設を管理運営できる法人その他の団体

とし、過去に公共施設指定管理の受託実績があり、愛知県内に本社（主たる

事務所）、支社、支店、営業所等を設置し、３年以上の営業実績があることを

必須条件とし、個人では申請することができません。団体の場合は必ずしも

法人格を必要としません。また、複数の団体から構成される共同体による申

請も可能ですが、代表団体を１団体定めること、そして構成団体及び代表者

の全てが、次に掲げる欠格事項に該当しない者とします。 

なお、申請の後、指定管理者の指定の日までの間に、下記のいずれかに該

当することとなった場合は、申請は取り消されます。 

(１) 地方自治法施行令第１６７条の４の規定に該当する者 

(２) 常滑市から指名停止措置を受けている者 

(３) 対象の国税、愛知県税、常滑市税を完納していない者 

(４) 会社更生法及び民事再生法による手続をしている団体 

(５) 暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第２条第２号に掲げ

る暴力団及びそれらの利益となる活動を行う者 

 

11 提出書類 
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「提出書類一覧表」（様式別添）及び以下書類を提出してください。 

(１) 指定管理者指定申請書（様式第１）／正１部、写７部 

(２) 申請者の概要（様式第１の２。共同体の場合は、様式１の３～１の５）

／正１部、写７部 

(３) 事業計画書（様式第２～２の 11）／正１部、写７部 

(４) 自主事業計画書（様式３）／正１部、写７部 

(５) 指定を受けようとする施設の管理に関する業務の収支予算書（様式第

４）【必ず管理料の見積り額を記入のこと】／正１部、写７部 

(６) 主要業務実績（様式第５）／正１部、写７部 

(７) 指定管理者の申請に係る誓約書（様式第６）／正１部、写３部 

(８) 定款、寄附行為、規約その他これらに類する書類／正１部、写３部 

(９) 法人にあっては、当該法人の登記事項証明書、法人以外に団体にあっ

ては代表者の住民票の写し／正１部、写３部 

(10) 指定管理者指定申請書を提出する日の属する事業年度の収支予算書及

び事業計画書並びに前事業年度の収支計算書及び事業報告書／正１部、写

３部 

(11) 次に掲げる国税、愛知県税、常滑市税の滞納がないことを証明する書

類 ／正１部、写３部 

  【国税】 

法人の場合：法人税、消費税及び地方消費税（その３の３） 

個人の場合（法人以外の団体の代表者）：申告所得税、消費税及び地方消

費税（その３の２） 

【愛知県税】（未納税額がないこと用） 

法人の場合：法人県民税、法人事業税（特別法人事業税、地方法人特別

税を含む）及び自動車税種別割 

個人の場合（法人以外の団体の代表者）：個人事業税及び自動車税種別割 

※提出書類は「未納税がないこと用」とすること。愛知県に納税義務が

ない場合は、愛知県税の納税義務がないことの申出書を任意で作成し、

提出すること。 

【常滑市税】 

法人の場合：申請者に納税義務のある全税目 

個人の場合（法人以外の団体の代表者）：申請者に納税義務のある全税目 

※常滑市税の納税義務がない場合は、常滑市税の納税義務がないことの

申出書を任意で作成し、提出すること。 

    また、市で常滑市税の納税状況を確認する場合があります。 

(12) その他、市（市教育委員会）が必要と認める書類 
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12 手続・スケジュール一覧（予定） 

N0. 手続 期間・期日等 

１ 募集要項等の配布 
令和５年８月 31 日（木） 

～９月 26 日（火）  

２ 説明会の参加申込 ９月６日（水）～９月８日（金） 

３ 説明会の開催 ９月 14 日（木） 

４ 質問書の受付 ９月 20 日（水）～９月 22 日（金） 

５ 質問書の回答 ９月 27 日（水） 

６ 申請書類の受付 10 月４日（水）～10 月６日（金） 

７ 選定委員会の開催（書類審査） 10 月上旬 

８ 選定委員会の開催（面接） 10 月下旬 

９ 候補者の決定 10 月下旬 

10 指定管理者の指定（市議会の議決） 12 月下旬 

11 基本協定の締結 令和６年３月頃 

12 年度協定の締結 令和６年４月１日 

※上記手続及びスケジュールは変更する場合があります。 

 

13 募集要項等の配布 

(１) 配布場所 

下記の常滑市のホームページ内からダウンロードしてください。 

https://www.city.tokoname.aichi.jp/shisei/gyoseikaikaku/1001451/10

03356.html 

(２) 配布期間 

令和５年８月 31 日（木）から９月 26 日（火）まで 

※紙配布はしません。 

 

14 提出期間・提出場所等 

(１) 提出期間 

令和５年 10 月４日（水）から令和５年 10 月６日（金） 

各日とも９時から 17 時まで（12 時～13 時は除く。） 

(２) 提出場所 

常滑市体育館内 教育委員会教育部生涯学習スポーツ課 

(３) 提出方法等 

提出書類等について簡単に確認させていただきます。提出にあたっては、

前日までに来庁時刻を予約の上で必ずご持参ください。郵送は不可としま

す。 

 

15 申請者説明会 

 募集要項及び現地の状況等に関する説明会を開催します。（様式第７により

https://www.city.tokoname.aichi.jp/shisei/gyoseikaikaku/1001451/10
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要事前申し込み） 

 申請される団体は、参加は任意としますができる限り当該説明会に参加して

ください。 

 （１）開催日時 令和５年９月 14 日（木）午後２時から 

 （２）開催場所 常滑市体育館 

 （３）参加申込 参加申込書（様式第７）を令和５年９月８日（金）午後５

時１５分までに常滑市教育委員会生涯学習スポーツ課へ

提出（メール又はＦＡＸ） 

         ※送信後に必ず送信された旨の電話連絡をお願いします。 

 （４）その他  説明会の参加者は、１団体２名までとします。当日は募集

要項等をご持参ください。なお、本説明会に参加しなくて

も、指定管理者の指定申請を行うことができますが、個別

の説明は公正を期すため行いませんので予めご了承くだ

さい。 

 

16 質問書の受付及び回答 

(１) 受付期間 令和５年９月 20 日（水）から９月 22 日（金）17 時まで 

(２) 受付方法 質問書（様式第８）に記入の上、常滑市教育委員会教育部

生涯学習スポーツ課へ提出（メール又はＦＡＸ） 

         ※送信後に必ず送信された旨の電話連絡をお願いします。 

         ※電話など口頭による問い合わせ及び回答は一切しません

のでご了承ください。 

(３) 回答方法 市ホームページ上で回答します。（９月 27 日（水）） 

※ひぼう中傷など、公募に関係ない質問・意見等については、回答しませ

ん。 

 

17 候補者の選定方法 

選定委員会にて、提出書類を別表２「指定管理者選定基準」の基準及び項

目ごとに審査及び面接審査を実施し、総合的に判断して候補者を選定します。 

面接審査は 10 月下旬を予定しており、法人その他の団体の説明者は４名以

内とします。 

  面接日時及び場所については、後日連絡します。 

 

18 選定結果の通知 

  選定結果については、文書で通知します。 

 

19 指定の手続 

選定委員会にて選定した候補者は、地方自治法の規定により、議会の議決

を経て指定管理者として指定し、関係条例に基づいて告示します。 
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20 協定の締結 

選定委員会が決定した候補者と、協定内容について事前協議を行います。

市議会の議決を経て、候補者を指定管理者として指定した後、市は指定管理

者と協定を締結します。 

協定は、指定期間５年間の基本的事項を定める「基本協定書」を締結する

とともに、年度毎の指定管理料の支払等については「年度協定書」を締結し

ます。 

 

21 常滑市公契約条例に係る書類の提出 

(１) 本協定は、常滑市公契約条例に定める特定公契約に該当するため、下

記の場合には、速やかに労働条件報告書を市へ提出する必要があります。 

①基本協定を締結した場合 

②清掃業務、受付案内業務、電話交換業務、警備業務の一部を第三者に請

け負わせる、又は再委託する場合 

(２) 提出された労働条件報告書の内容に疑義があった場合など、市が確認

する必要があると認めた場合は、聞き取り調査等を実施する場合がありま

す。 

※詳しくは、「常滑市公契約条例」、「常滑市公契約条例施行規則」をご確認

ください。 

 

22 その他 

(１) 申請に要する経費は、申請者の負担とします。 

(２) 市に提出された申請書類は、理由の如何を問わず返却しません。 

(３) 市は、指定管理者の選定に伴う公表等必要な場合は、申請書類の内容

を無償で使用できるものとします。 

 

23 提出先及び問合せ先 

常滑市教育委員会教育部生涯学習スポーツ課 

〒479－0003 常滑市金山字下砂原 78-1（常滑市体育館内） 

   電 話 0569－43－5111 

ＦＡＸ 0569－43－8011  

E-mail syogaisports＠city.tokoname.lg.jp 
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別表１ 

常滑公園管理リスク分担表 

No

. 
項目 細目 

負担者（※） 

市 管 

1 施設の運営等 施設の維持管理・運営、施設内整備、備品の維持管理  ○ 

2 使用許可等 施設の使用許可、許可の取消  ○ 

3 
住民及び利用者

対応等 

地域との連携、住民・利用者からの苦情・要望等対応  ○ 

上記以外 ○  

4 施設の修繕 

施設・設備の設計や構造に起因するもの ○  

指定管理者の故意・過失によるもの  ○ 

その他大規模修繕（第三者行為や経年劣化等、上記以

外の理由により発生した200万円超の修繕） 
○  

その他小規模修繕（第三者行為や経年劣化等、上記以

外の理由により発生した200万円以下の修繕） 
 ○ 

5 物価の変動 人件費、物品費等物価変動に伴う経費の増  ○ 

6 金利変動 金利の変動に伴う経費の増  ○ 

7 法令の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす法令変更 ○  

指定管理者に影響を及ぼす法令変更  ○ 

8 税制の変更 
施設管理、運営に影響を及ぼす税制変更 ○  

上記以外の税制変更  ○ 

9 資金の調達 

指定管理者の責に帰すことのできない理由により、市

からの経費の支払遅延によって生じた事由 
○  

上記の場合以外  ○ 

10 

政治、行政上の

理由による事業

の変更 

政治、行政上の理由から、施設管理、運営業務の継続

に支障が生じた場合の経費負担 ○  

11 不可抗力 
不可抗力（自然災害、暴動等）に伴う、施設、設備の

修復に係る経費 
○  

12 書類の誤り 

仕様書等、市が責任を持つ書類の誤りによるもの ○  

事業計画書等、指定管理者が提案した書類の内容の誤

りによるもの 
 ○ 

13 
利用者の安全確

保 

利用者の安全を確保するため、事故を未然に防ぐ措

置、発生後の対応 
 ○ 

14 
事業終了時の費

用 

指定管理業務の期間が終了又は指定期間途中におい

て業務を廃止した場合における事業者の撤収費用 
 ○ 

15 その他 上記に定めのない事項または疑義がある場合は、協議の上で定める。 

（※）「市」は常滑市、「管」は指定管理者の意 
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別表２ 

指定管理者選定基準 配点表 

【施設名 常滑公園（常滑市体育館を含む。）】 
選定基準・区分 審査項目 配点 

１
．
資
格
審
査 

1-1 動機・意欲 申請した動機や意欲 5 

1-2 組織能力 組織体制、職員研修、法令順守、個人情報保護 5 

1-3 労働条件 
職員の労働条件（労働時間、給与、健康管理、

労災・雇用保険の加入） 
5 

1-4 運営実績 類似施設・業務を運営した実績 5 

1-5 財務能力 団体の財務状況の健全性 5 

小 計 25 

２
．
提
案
審
査 

2-1 基本方針 施設管理の基本的な方針 10 

2-2 
サービス

の向上 

利用者ニーズの把握 10 

2-3 利用促進、利用拡大の取組内容 15 

2-4 サービス向上の取組 15 

2-5 地域連携 市民団体・ボランティアとの連携・活用 5 

2-6 

危機管理 

苦情解決の手段・方法等 5 

2-7 
危機管理、安全管理、緊急時対策、防犯・防災

対策 
5 

2-8 経費縮減 
市の定める上限額と申請者提案額の比較 

（電気料金及びガス料金を除く。） 
10 

小 計 75 

合 計 100 

  

 

 


